介護付有料老人ホーム「生の松原ハッピーガーデン」
指定特定施設入居者生活介護・
指定介護予防特定施設入居者生活介護事業
運営規程
株式会社 エス・エス・カンパニー
介護付有料老人ホーム「生の松原ハッピーガーデン」

指定特定施設入居者生活介護・指定介護予防特定施設入居者生活介護事業運営規程
（事業の目的）
第１条　株式会社エス・エス・カンパニー（以下、「事業者」という。）が運営する介護付有料老人ホーム「生の松原ハッピーガーデン」（以下、「事業所」という。）において提供する指定特定施設入居者生活介護及び指定介護予防特定施設入居者生活介護（以下、「特定施設サービス」という。）事業は、特定施設サービス計画に基づき、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の支援、機能訓練および療養上の世話を行うことにより、特定施設サービス利用者（以下、｢利用者」という。）の心身機能及び生活機能の維持又は向上を図り、利用者の有する能力に応じ安定した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とする。
（運営方針）

第２条　事業者は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場にたったサ－ビス提供に努めるものとする。
2 事業者は、利用者が快適で心身ともに充実した生活を営むことができるよう良好な生活環境の保持に努めるとともに、利用者とその家族および身元引受人（以下、「身元引受人等」という。）および地域との交流の機会を確保するよう努めるものとする。
3 事業者は、協力医療機関に加え、関係市町村、居宅介護支援事業所、他の介護保険施設、保健医療サ－ビス又は福祉サ－ビスを提供する者との綿密な連携を図り、総合的なサ－ビスの提供に努めるとともに、健全な運営を行うものとする。
（事業所の名称等）

第３条　事業所の名称及び所在地は、次の通りとする。

　
（１）名　称：生の松原ハッピーガーデン
　
（２）所在地：福岡市西区生の松原１丁目３３番１号

（従業者の職種と員数及び職務内容）

第４条　事業所に次の従業者を置く。


（１）管理者：１名

管理者は、事業所の従業者の管理、特定施設サービス利用申込に係る調整・実施状況の把握、入居者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握しながら、その他業務を一元的に管理するとともに、従業者に法令等を遵守させるための必要な指揮命令を行なう。合わせて管理者がその責務を果たせる場合には、同一敷地内における他事業所、施設でなくても兼務可能とする。

（２）生活相談員：１名

生活相談員は、利用者又は身元引受人等の相談に応じるとともに、利用者の社会生活に必要な支援を行う。
· 常勤換算法で、利用者の数100又はその端数を増すごとに１人以上配置。

（３）看護職員又は介護職員
看護職員は、常に利用者の健康状態に注意するとともに、健康保持のための適切な措置を講じるものとする。
介護職員は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の日常生活が充実するよう、適切な介護技術を持ってサービスを行う。

· 看護職員又は介護職員の合計数は、常勤換算法で、要介護者である利用者の数が３又はその端数を増すごとに１人以上配置。要支援者である利用者の数が10又はその端数を増すごとに１人以上配置。

【看護職員の数】
· 利用者数が30を超えない事業所にあっては、常勤換算法で1人以上配置。
· 利用者数が30を超える事業所にあっては、常勤換算法で1人に利用者の数が30を超えて50又はその端数を増すごとに１人を加えて得た数以上配置。
【介護職員の数】
· 常に１人以上のサービスの提供にあたる介護職員が確保されること。
· 利用者がすべて要支援者である場合の宿直時間帯にあっては、この限りではない。

（４）機能訓練指導員：1名
機能訓練指導員は、利用者が日常生活を送る上で必要な生活機能の改善・維持のための
訓練を行う。
· 常勤換算法で、利用者の数が100又はその端数を増すごとに１人以上配置。

（５）計画作成担当者

計画作成担当者は、利用者個々への「特定施設サービス計画」を作成する。

· 利用者の数が100又はその端数を増すごとに１人以上配置。
（入居定員及び居室数、入居条件）

第５条　事業所の入居定員は、次のとおりとする。


（１）入居定員総数　７４名

（２）居室数　７０室（内介護居室　３２室）
2 入居に当たっては、次の条件とする。
（1） 入居の条件
· 健康保険に加入していること。
· 身元引受人を立てられること。
· 当該事業所の運営主旨を理解し、協力を約束できること。

（2） 一般居室入居の条件
· 一人入居の場合：入居時、概ね６５歳以上であること。

· 二人入居の場合：夫婦で入居の場合、どちらか一人が概ね６５歳以上であること。

夫婦以外の場合（両者とも概ね６５歳以上）は、３親等以内の関係にあり、かつ、事業者が認めた方であること。

· 入居時に自分の身の回りのことが出来る程度の健康状態にあること。

（3） 介護居室入居の条件
· 入居時に要支援・要介護認定を受けており、概ね７０歳以上であること。
（特定施設サービスの内容）
第６条　特定施設サービスの内容は、次のとおりである。
（1） 特定施設サービス計画の作成
· 利用者について、その有する能力や置かれている環境等の評価を通じ現に抱えている問題点を明らかにし、自立した日常生活を営むことができるよう支援する上で留意すべき課題に基づいたサービス計画を作成する。
· 特定施設サ－ビス計画について、利用者に対し説明し、書面にて同意を得る。
· 特定施設サ－ビス計画に基づくサ－ビスの実施状況を把握し、定期的に利用者及び当該事業所従業者らと協議し、必要に応じてサ－ビス計画の変更を行う。

（2） 身体介護
· 入浴もしくは清拭（週２回以上）、洗髪
· 排泄介助、オムツ交換
· 体位交換、離床、整容、更衣　等
（３）その他の日常生活上の支援
· 洗濯、清掃、代行（買物、役所手続き）　等
（4） 機能訓練
· 身体的、精神的条件に応じた機能訓練

（5） 健康管理
· 定期健康診断（年2回）、個別健康管理、医療機関との連携　等

（6） 食事
· 利用者の状態に応じた食事提供
· 管理栄養士による適切な栄養管理
（7） レクリエ－ション・クラブ活動
· 利用者と身元引受人等との交流の機会の確保
· 利用者の嗜好に合わせたリフレッシュ時間の確保
（8） 生活相談及び支援
（9） 在宅介護支援促進の為、当該事業所における短期利用の実施
（10） 　 その他

· 介護居室フロアの浴室は、個浴・リフト浴・チェアー浴を備え、身体状況にあった入浴が可能。
· 介護居室フロアの食堂(72㎡)は、機能訓練コーナー及び談話コーナーを兼ね、用途に応じて適宜使用。

（食事の提供）

第７条　食事の提供については、次のとおりとする。

（1） 調理は、予め作成された献立に従って行い、その実施状況を明らかにしておく。
（2） 利用者の食事は、適切な衛生管理がなされたものであること。
（3） 利用者の食事は、栄養並びに身体の状態、病状、嗜好等を考慮したものとする。
（4） 事業者は、利用者の自立の支援に努め、できるだけ利用者が離床して食堂で喫食できるよう配慮する。

（衛生管理等）

第８条　事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び器具の管理を適正に行う。

2 事業者は、事業所における食中毒や感染症の発生予防および蔓延防止に努め、万が一発生した場合には協力医療機関、保健所等の助言、指導に従い対応する。
3 事業者は、前項の規定に基づき食中毒や感染症の発生予防および蔓延防止のための指針を整備し、委員会の設置、研修の実施等を行なう。
4 事業者は、空調設備等により事業所内の適温の確保に努めるものとする。

（重要事項の説明と同意）

第９条　事業者は、利用者に対し適切なサ－ビスを提供するため、その提供の開始に際し、予め、利用者又は身元引受人等に対し、運営規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制等、利用者がサ－ビスを選択するために必要な重要事項を記した文書（以下「重要事項説明書」という。）を交付して説明を行い、当該事業所からサ－ビスの提供を受けることに同意を得るものとする。同意については、書面によって確認するものとする。なお、重要事項説明書は、事業所内(３階フロア)に設置し自由に閲覧できるとともに、福岡市役所ホームページでも公開している。
（介護認定の申請に係る援助）

第１０条　事業者は、入居の際に利用者が要介護認定を受けていない場合は、要介護認定の申請が既に行われているか否かを確認し、未申請の場合は、意志を踏まえて速やかに申請が行われるよう援助するものとする。

2 事業者は、利用者が要介護認定の更新が必要な場合は、遅くとも有効期間満了日の30日前には更新申請が行なわれるよう必要な支援を行なう。
（利用料、その他の費用）
第１１条　利用料、その他の費用については、次に掲げるもののほか管理規程及び介護付有料老人ホーム生の松原ハッピーガーデン料金表のとおりとする。
（1） 前払金、追加入居金（円）
「前払方式」、「月払方式」は利用者の選択によるものとし、「前払方式」選択者は入居契約時に前払金、追加入居金を事業者に支払うものとする。
「前払方式」選択者が償却期間内に退去する場合は、前払金の返還制度を適用する。返還金の算定方法は、入居契約書及び重要事項説明書に記載のとおりとする。

	
	一 般 居 室
	介護居室

	
	Aタイプ（２LDK）
	Bタイプ（１LDK）
	Cタイプ（１ルーム）

	前払金
	1,950万
	1,300万
	650万

	追加入居金
	650万
	650万
	

	償却期間
	144ヶ月
	72ヶ月


※追加入居金とは、一般居室に2人同室入居の場合の2人目（追加入居者）の入居金を指すものとします。
（2） 家賃、管理費、介護等一時金（月額：円）
（　）内の金額は前払金に含まれるものとする。

	
	一 般 居 室
	介護居室

	
	Aタイプ
	Bタイプ
	追加入居者
	Cタイプ

	家賃
	全額前払
	（115,104）
	（76,736）
	（38,368）
	（41,319）

	
	月払
	135,417
	90,278
	45,139
	48,611

	管理費
	全額前払

	80,520
	80,520
	41,910
	93,280

	
	月払
	
	
	
	

	介護等一時金
(介護保険サービスの利用者負担額は含まない)
	全額前払
	
	
	
	（35,416）

	
	年払
	
	
	
	（34,613）

	
	月払
	
	
	
	41,667


※介護等一時金とは、当事業所が提供する介護サービスに要する費用のうち、長期推計に基づき、要介護者2名に対し看護・介護スタッフを週40時間換算で1名以上配置するための費用で、介護保険給付及び利用者負担分による収入で賄えない額に充当するものとします。　
（3） 食費（一食：円）
当事業所が提供する飲食料品のうち、朝食及び昼食は軽減税率を適用する。それ以外（夕食、レストランメニュー、入居者以外に提供する食事）は、軽減税率の対象外とする。
	
	一般居室
	介護居室

	朝食（軽減税率8％込）
	529
	421

	昼食（軽減税率8％込）
	680
	572

	夕食（税率10％込）
	1,067
	957

	一日（3食）の合計
	2,276
	1,950


※有料老人ホームにおける入居者の食費（飲食料品の提供の対価）に係る消費税については、一食640円以下かつ一日累計額1,920円に達するまでは、軽減税率（8％）の対象となります。
（4） 介護サービス利用料
· 介護保険給付の対象となる介護サービスに対する利用料
ア
法定代理受領サービスについては、介護報酬額の利用者負担割合に応じた額を受領する。
イ
法定代理受領以外のサービスについては、介護報酬額を受領する。
· 介護保険給付の対象とならない介護サービスに対する利用料
利用者の特別な希望により行われる個別的な介護サービスについては、全額利用者負担とする。
ア
個別的な外出介助
利用者の特別な希望により、個別に行なわれる買い物等の外出介助、
協力医療機関以外の通院・入退院の際の介助 等
８８０円／30分
イ
個別的な買い物の代行（指定日以外）
８８０円／30分
ウ
事業所の規定回数以上に入浴した場合の介助
1,100円／１回
エ
衛生材料費（紙パンツ、パット等）
実　費
（5） 光熱水費
· 一般居室・・・利用者負担（実費）
· 介護居室・・・管理費に含まれる
（6） その他
日常生活において通常必要となる費用で、利用者が負担することが適当と認められる費用は実費を利用者負担とする。
· 電話・通信費
· 日用品費
· 理美容代
· 医療費
· その他
2 前項の費用の額に係るサービス提供に当たっては、予め、利用者又は身元引受人等に対し、そのサービスの内容及び費用について説明を行い、同意を得るものとする。
3 利用料、その他の費用の支払いについては、入居契約書及び管理規程に準ずるものとする。
（一般居室から介護居室に移る場合の条件及び手続き）
第１２条　事業者は、利用者の状態を鑑み長期にわたり介護を受けながら日常生活を営むことが必要と判断した場合には、居室を変更することがある。
2 前項の場合には、次に掲げる手続きをとるものとする。

（1） 事業者の指定する医師の意見を聴く。
（2） 緊急やむを得ない場合を除いて、一定の期間を設ける。
（3） 変更先の場所の概要、介護の内容、費用負担等について利用者及び身元引受人等に説　　　明を行う。
（4） 身元引受人等の意見を聴く。

（5） 利用者本人の同意を得る。
3 事業者は、前項の手続きを経て、利用者本人の同意を得たうえで一般居室の利用権を消滅させ、新たに介護居室の利用権を設定する。
4 事業者は、利用者が一般居室の利用権を消滅した時点で、入居契約書及び重要事項説明書に記載の返還金算出方法に準じ清算するものとする。
· 前払金未償却残高が５,５２５千円を超える場合は、超えた分を返還し、５,５２５千円は、介護居室での家賃相当分と介護等一時金に充て、72ヶ月（76,736円/月）で償却する。
· 前払金未償却残高が５,５２５千円以下となる場合は、76,736円を毎月償却し、事業所退去時（入居契約解除時）に清算する。
· 事業所退去時（入居契約解除時）の新返還金の算出方法は次のとおりとする。
新返還金 ＝ 前払金未償却残高 －（７６,７３６円 × 経過月数）

5 居室変更にともなう追加金はない。
（事業所利用に当たっての留意事項）
第１３条　利用者は、居室、共用施設、敷地その他の利用方法等に関し、本来の用途に従って、良識と注意をもって利用するものとする。使用細則については、入居契約書及び管理規程に記載のとおりとする。
（緊急時等における対応方法）

第１４条　事業者は、利用者の体調が急変するなどの緊急時等には次に掲げる対応をし、必要な場合は、速やかに主治医もしくは協力医療機関への連絡を行う等の措置を講じる。

（1） 緊急コール通報があり次第、施設職員が駆けつけ対応する。

· 健康上、防犯上等の緊急時には、緊急コールボタンを押して通報してください。

（2） 生活リズムセンサーの非常通報装置が作動したときは、職員が駆けつけ対応する。
· 一般居室には、安否確認のための生活リズムセンサーが設置されています。一定時間生活動作が認められない場合には、非常通報装置が作動します。
　

（事故発生時の対応）

第１５条　事業者は、利用者に対するサービスを提供するにあたって、万が一事故が発生し利用者の生命・　身体・財産に損害が発生した場合は、身元引受人等及び市町村に連絡をし、必要な措置を講じる。
2 事業者は、利用者に対するサービスを提供するにあたって、賠償すべき事故が発生した場合は、不可抗力による場合を除き速やかに損害賠償を行うものとする。ただし、利用者側に重大な過失がある場合には賠償額を減ずることがある。

3 事業者は、事故が生じた際にはその原因を解明し、再発防止の対策を講じるものとする。

4 事業者は、事故発生防止のための指針を整備し、委員会の設置、研修の実施などを行なうものとする。

（非常災害対策）

第１６条　非常災害対策は次のとおりとする。

（1） 風水害・地震・火災等に備え、防火管理者をおく。
（2） 防火管理者は非常災害時に備え、自衛消防組織を編成し、年２回の消火・通報・避難訓練を計画し、これを実施する。

（3） 防火管理者は、消防用設備・備品の点検整備・避難通路・避難口・安全区画等の維持管理を行う。
（4） 防火管理者は、非常災害時は迅速・適切な指揮を行い、他の従業者は防火管理者の指揮の下、安全かつ適切な対応を講じるものとする。
· 火災発生時には各居室に設置されてあるスプリンクラーが自動的に作動する。
· 火災・災害発生時には、全館一斉緊急放送を行う等スタッフによる避難誘導をする。
· 非常時には、各階廊下の非常口から、またはバルコニーの隔て板を蹴破って、建物の東西にある避難用非常階段を使用し地上へ出る。
（身体的拘束等）

第１７条　事業者は、利用者に対するサービスの提供にあたって、当該利用者又は第三者の生命・身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束およびその他利用者の行動を制限する行為（以下、「身体的拘束等」という。）を行わない。
2 事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次の措置を講じるものとする。
· 身体的拘束等廃止委員会を設置し、三月に1回以上の委員会を開催する。
· 身体的拘束等の適正化のための指針を整備し、職員に対する研修を定期的に行う。
3 事業者は、身体的拘束等を行うにあたっては、次の措置を講じるものとする。
· 身体的拘束等廃止委員会の判断結果について、職員の周知徹底を図る。
· 当該身体的拘束等が必要な理由、その態様、時間その他必要事項を利用者又は身元引受人等に説明し、書面もしくは電話等の口頭で同意を得る。口頭での同意の場合は、同意を得た日付、同意した人物および手続きをした従業者の氏名を記録し、後日、同意書に署名を得る。
· 当該身体的拘束等の態様、時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを得ない場合の具体的内容等を記録する。
（秘密保持）
第１８条　事業者は、業務上で知り得た利用者及び身元引受人等に関する秘密並びに個人情報について、開示すべき正当な理由がある場合又は利用者の事前の同意がある場合を除いて、契約中及び契約終了後も第三者に漏らしてはならない。
2 事業者は、前項について、当該事業所退職者についてもこれを遵守するよう対策を講じる。
（苦情処理）
第１９条　利用者又は身元引受人等は、事業者が提供するサービスに関し、いつでも苦情を申し立てることができる。苦情申し立て窓口は、当該事業所のほか、重要事項説明書に記載のとおりとする。
2 事業者は、前項による苦情に対応する責任者を定め、迅速かつ誠実に必要な対応を行うものとする。苦情内容及び対応は記録し、当該苦情申し立て者及び関係機関への説明・回答は文書で行うものとする。
3 事業者は、1項による苦情申し立てにより、関係機関からの質問、照会、調査等があった場合はこれに協力し、また関係機関からの指導又は助言を受けた場合はそれに従い必要な改善を行うものとする。
4 事業者は、利用者が苦情申し立てを行ったことを理由として何ら不利益な取扱いをすることはない。
（記録の整備）

第２０条　事業者は、従業者、事業所及び設備構造並びに会計に関する諸記録を整備しておくものとする。
2 事業者は、利用者に対する特定施設サービス及びその他のサービスの提供に関する記録並びに市町村への通知に係る諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存するものとする。

3 事業者は、利用者又は身元引受人等より前項に掲げる記録に係る情報提供の申し出があった場合には、情報提供を拒否する正当な理由がない限り、当該記録の写しを交付その他適切な方法により提供するものとする。ただし、謄写代を請求する場合がある。
（掲示）
第２１条　看護職員又は介護職員を指定特定施設入居者生活介護以外のサービス提供に当たる従業者と明確に区分するために、職種を明記した顔写真入りの一覧表を掲示する。
2 事業者は、事業所の見やすい場所に運営規程および重要事項説明書を閲覧できるよう配置する。
（返還金）
第２２条　事業者は、利用者の入居契約が終了した時点において、利用者に対し返還金がある場合は、これを返還するものとする。返還金の算出方法は、入居契約書及び重要事項説明書に記載のとおりとする。
2 利用者が入居後三月以内で契約解除（死亡の場合を含む）をする場合、事業者は、既受領の前払金の全額を無利息で利用者に返還するものとする。但し、利用者は、入居期間中の家賃、管理費、食費、その他費用が発生したものについては、事業者に支払うものとする。
（暴力団の排除）
第２３条　指定特定施設入居者生活介護(介護予防含む)の管理者は、福岡市暴力団排除条例(平成22年福岡市条例第30号)第2条第２号に規定する暴力団員又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者であってはならない。
2 指定特定施設入居者生活介護(介護予防含む)事業者及び事業所は、その運営について、暴力団、暴力団員及び暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者の支配を受けてはならない。

（職員の研修機会の確保）
第２４条　事業者は、従業者の具体的な研修計画を策定又は自己申込し、研修機関又は当該事業所及び協力医療機関で実施する研修その他資質向上のための研修の機会を確保する。

事業者は、利用者の人権擁護、高齢者虐待の防止ため、従業者に対し、研修の実施その他必要
な措置をとるようにする。
　2　　事業者は、従業員の資質の向上を図るために、全ての従業員(看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護保険法第8条第2講に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く)に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じるものとする。

(ハラスメント対策)
第２５条　適切なサービスを提供する観点から、職場において行なわれる性的な言動又は優越的な関係
　　　　　を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の職場環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講ずるものとする。
2　 事業所は、従業員に対し、ハラスメントに関する研修を定期的に実施する。

(虐待防止に関する事項)

第26条　　事業所は、虐待の発生またはその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じる
　　　　　　ものとする。
　　　　　１　虐待防止のための対策を検討する委員会(以下、委員会)を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図る
　　　　　２　虐待防止のための指針や記録の整備などを行う
　　　　　３　従業者に対する虐待防止のための研修会を推進する
　　　　　４　委員会を構成する担当者を、各事業所より1名選出する
　　　　　５　各事業所はサービス提供中に、当該事業所従業者または、養護者による虐待を受けたと
　　　　　　　思われる利用者を発見した場合は、速やかに委員会へ報告し、これを市町村へ通報する
　　　　　　　ものとする。
第27条　業務継続計画(BCP)の策定等
　　　　　事業所は、感染症や非常災害時の発生において、入居者に対する介護保険サービスの提供を
　　　　　継続的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画(以下「業務継続計画」という)を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。
　　2　　事業所は、従業員に対し、業務継続計画について周知するとともに必要な研修及び訓練を　　　定期的に実施する。
3　　事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行う。
第28条　感染症対策の強化
　　　　　事業所は、感染症の予防及びまん延防止のために次の各号に掲げる措置を講じるものとする。
2　　　事業所は、感染症の予防及びまん延防止を検討する委員会を定期的に開催する。
3　　　事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。
4　　　事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を
定期的に実施する。
第29条　口腔衛生管理の強化
　　　　　基本サービスとして、口腔衛生の管理体制を整備し入居者ごとの状態に応じた口腔衛生の管理を実施する。
第30条　栄養ケア・マネジメントの実施
　　　　　入居者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、各入居者の状態に応じた栄養管理を計画的に実施していく。
　　　　
　　　　　　　 

（補則）
第31条　この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は株式会社エス・エス・カンパニーが定めるものとする。
付　　則

この規程は、平成１６年２月１日から施行する。

平成21年６月３０日改訂。　平成23年４月１２日改訂。平成24年４月１日改訂。　
平成24年９月５日改訂。　平成25年4月1０日改訂。　平成26年4月1日改訂。
平成27年4月1日改訂。　平成30年4月1日改訂。　平成30年10月1日改訂。
令和元年10月1日改訂。　令和2年7月1日改訂。　令和2年10月1日改訂
令和3年4月1日改訂。　令和5年2月1日改訂。令和5年8月1日改訂。令和５年９月１日改定
令和5年12月1日改定。令和6年4月1日改定。令和6年12月1日改定。令和7年2月1日改定。
令和7年6月1日改定。
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